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モデルケースになると思われることである。   
本論では初めに，前者のロドリゲス判決からエッジウッド判決への移行について述べる。後者  
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の点についてはⅡの訴訟・判決の展開と学校財政制度改革の推移のなかで述べる。  

































れる10）。   
以上のような歴史をもつエッジウッド学区で再び学校財政制度訴訟が提起され，原告が勝訴し  
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性」概念の解釈と定義が判決の重要な部分を占めることになるが，判決はそれを財政的な意味で  
の効率性と教育の質を確保する意味での効率性の両面からとらえており，今日的な意味での適切  









Ⅱ エッジウッド訴訟・判決の展開と学校財政制度改革の推移  



















要がないと判示した13）。   
エッジウッド提訴の直後，州議会はテキサス州公立学校財政制度を改めるために上院法72を  
制定し（1984年），州補助金方式の基本となる標準学校計画（FoundationSchooIProgram）の  
なかの積算単位である日々出席生徒（average daily attendance）について基礎配分額（basic  
allotment）を定め，教育費の学区間均等を図り，補償教育・バイリンガル教育・職業教育への支  
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より，その実は以後の学校財政制度改革の方向となり， ついにはエッジウッド第2判決の後で州  
議会が教育費調達のためだけの特別な学区，すなわち，カウンティ教育区（County Education  
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3 エッジウッド第2・第3違憲判決と財政制度改革の試み  
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上院法351による財政制度改革の中心は，エッジウッド第2判決に示唆を得て創設されたカウ  


























事実，その後，テキサス州の公立学校財政の財源に占める地方の割合が高くなっていくのである。   
上院法351の制定と同時に，上院法351の実施に伴う諸手続を定めた下院法2885が制定され  
表1カウンティ教育区と地方学区の法定税率・最大税率 （単位ドル）  
財産評価額100ドルについての税率  
年度     CEDが課税する 学区が課税できる   学区が課税できる  課税上限  
第1層の法定税率  第2層の最大税率  第3層の最大税率  法定税率   
1991－92   0．72   0．45   0．33   1．50   
1992－93   0．82   0．45   0．23   1．50   
1993－94   0．92   0．45   0．13   1．50   
1994－95   1．00   0．45   0．05   1．50   
出典 Lawrence O．Picus and Linda Hertert，Three Strikes and You’re Out：Texas SchooI  
FinanceAfterEdgewoodⅡ，ノournalqfEducationFinance18（坤ringl1993），p．372．  
，・・・77・l   













を得ていない地方の従価税は違憲である ことなどである。最高裁判所は，いわゆるエッジウッド  
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めっっも，州の主張の証拠が不十分であるとした49）。   
かくして，1995年1月30日に，テキサス州最高裁判所は地方裁判所の判決を支持して上院法  
7に合憲判決を下し，1994年1月26日に地方裁判所が出したインジャンクションを取消した。  







目を浴びた訴訟であり判決となっている。   
第1判決から第4判決を通してのエッジウッド訴訟・判決とそれによってもたらされた学校財  
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しい改革案であるとしてこれまで理論的には提唱されていたものの実現に際しては政治的，社会  
的に多くの困難が予想されることから実現をみていない制度である。その意味でテキサス州の新  
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